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はじめに 

 

 協働のまちづくり推進懇談会は、平成１３年１１月１５日より市民と行政がよきパート

ナーとして、協力し合いながらまちづくりを進めていくための協働について、その定義

や目指すべき方向、具体的方策など、協働のまちづくり推進に関する調査検討を８回

にわたり行ってきました。協働のまちづくり推進の検討にあたっては、当初、市民団体

代表などからなる協働のまちづくり推進市民懇談会と、庁内の協働のまちづくり推進

検討委員会の二つの組織の間で並行して検討を行う体制としていましたが、１４年度

からは、この二つの会を一つにし、市民と行政がより対等の立場で話し合い、共に考

えていける体制として「協働のまちづくり推進懇談会」に会を改め、検討を進めてきま

した。 

 報告書をとりまとめるにあたっては、懇談会でのさまざまな議論や市民を対象とした

協働のまちづくり推進に関する講演会などを行い、協働に対する認識、意義、取り組

むべき課題や問題を明らかにしていこうとしてきました。その中で行政と市民が協働し

ていくための仕組みづくりの必要性が明らかになってきました。 

 当懇談会報告書は、行政と市民がよきパートナーとして協働していくための必要性

や協働を進める上での課題といった、東久留米市における協働の基本的な考え方を

まとめたものです。 

 行政と市民の真のパートナーシップに基づく協働のまちづくりの推進は、これまでの

行政のあり方を大きく考え直す必要のあるものです。又、市民自身が公共の担い手

の一人として協働のまちづくりに自発的に取り組むこと等、行政だけでなく市民や市

民活動団体が協働して課題解決を行うパートナーであることを認識して積極的にまち

づくりに参加することが必要です。行政はそうした市民活動と協働できる体制に行政

改革するとともに個々の職員も意識改革することが必要になります。「水と緑とふれあ

いのまち“東久留米”」の実現を目指すことができるように、当懇談会報告書を東久留

米市の行政の今後の指針として、協働のまちづくりの推進に取り組まれること、特に

「実現化へのプロセス」に示した内容が実現されることを期待します。 
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Ⅰ．社会的背景 

 １．市民社会をめぐる世界の情勢 

（１） 欧米、アジアの状況 

 欧米では、１９８０年代以降 CivilSociety（市民社会）をめぐる議論が非常に活発になって

きている。ここでは、先進的な英国と米国の状況、及び東アジアの各国の状況を把握して

おく。 

１） 欧米の状況  

・ 英国では非営利セクターを「ボランタリー・セクター」と呼んでいる。ボランタリー・セク

ターと政府が協議し、協働で作成したのが、1998 年にブレア政権とボランタリー・セ

クターとの間で締結された合意文書、「コンパクト（Compact）」である。コンパクトは、

政府とボランタリー・セクターとがパートナーシップを組んで社会の向上を目指すた

めに、両者のコミットメント、役割分担といった枠組みについて記載している。法的拘

束力はない。  

・ 米国では、内国歳入法第 501 条 C 項 3 に該当する団体がＮＰＯとして認識されてお

り、慈善、芸術、文化、教育、宗教だけではなく地球環境保全等、非常に広範囲に

わたる活動団体が含まれている。法人格の取得は各州の州法により規定されてい

るが、いずれの州においても非営利団体は、公益性の有無にかかわらず準則主義

によって簡易に法人格を取得できる。また、法人格の取得は免税資格の取得には

つながっていないため、連邦及び州の課税庁の認定を受ける必要があり免税団体

は、内国歳入庁に対して年に一度年次報告が義務づけられている。 

・ 米国連邦政府の住宅都市開発庁（HUD）が管轄するコミュニティ開発のための補助

金としてコミュニティ開発包括補助金制度（CDBG）がある。目的として、①低中所得

者への恩恵、②街のスラム化や衰退の防止、③緊急なニーズへの対応、がある。

この目的に合致し、CDBG の規則に従えば、使途は受け取った自治体とＮＰＯに委

任される。CDBG を受け取る自治体は「市民参加計画書」を作成しなければならな

い。 

 

２） アジアその他の国の状況  

・ 韓国のＮＧＯは日本のＮＰＯ、ＮＧＯに比較して規模も大きくＮＧＯ間のネットワーキ

ングが強いのが特徴である。日本のＮＧＯが草の根型、各論型といわれるのに対し

て、韓国のＮＧＯが総論型といわれる。韓国では、さまざまな分野で活動するＮＧＯ

の目標は「民主化」で、実際に政治の民主化がなされ、政治的スペースが拡大した

後も、既成政党への不信があるために、ＮＧＯは政治制度の改革を通して資源配分

の不公正を是正しようとしている。 

・ 中国では、市場経済化を進めるなかで、国家が社会サービスを丸抱えできる状況



はなくなり、それを代行する非政府の組織が必要になった（経済的スペースの拡

大）ことに伴い、近年多くのＮＧＯができるようになった。これまでは政府等の「上か

らのＮＧＯ」が中心であったが、最近では「草の根ＮＧＯ」と呼ばれる民間のイニシア

チブによる「下からの」ＮＧＯが抬頭してきているのが特徴である。 

・ フィリピンでは、非登録の非営利団体を含めれば二万を超す団体が存在していると

もいわれ、活動も農村開発からアドボカシー（政策提言）までと広範囲で、ＮＧＯ（Ｎ

ＰＯ）の果たす役割の範囲がアジア諸国の中で最も大きい国といえる。 

（出典：重冨真一編著「アジアの国家とＮＧＯ」（明石書店）、ＧＡＰ（国際公益活動研究

会）監修「アジアのＮＰＯ」（株式会社アルク）等）  

  ２．協働に関する日本の情勢 

 

（１）ＮＰＯ法をめぐる動き 

 

１） ＮＰＯ法制定以前（1998 年 12 月以前）  

・ 1990 年代以降に市民活動が活発化した。 

・ 人々の新たな選択志向の高まり。 

・ 1995 年阪神・淡路大震災をきっかけに地域社会における市民活動団体の重要性に

対する認識と、行政と市民活動団体の協働の意識が高まった。 

 

２） ＮＰＯ法制定以降 

 

① 特定非営利活動促進法（通称ＮＰＯ法）（1998 年 12 月施行）  

・ 12 分野（①保健、医療又は福祉の増進を図る活動②社会教育の推進を図る活動

③まちづくりの推進を図る活動④文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動⑤環

境の保全を図る活動⑥災害救助活動⑦地域安全活動⑧人権の擁護又は平和の

推進を図る活動⑨国際協力の活動⑩男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

⑪子どもの健全育成を図る活動⑫前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活

動に関する連絡、助言又は援助の活動）の活動を主たる目的とした法人格の取得

が出来るようになった。2002 年 9 月 30 日現在の認証法人数は、8,315 団体となって

いる。 

・ ＮＰＯ法改正案については、法制定の時の付帯決議で３年以内の見直しの必要性

が書かれており、2002 年秋の国会に改正案が出される予定。改正案のポイントは、

１２分野に５分野（①情報化社会の発展を図る活動②科学技術及び学術の推進を

図る活動③経済活動の活性化を図る活動④職業能力の開発及び雇用機会の創出

を図る活動⑤消費者の保護を図る活動）を追加し１７分野とすることや、設立認証



申請の場合の申請書類の簡素化、暴力団を排除するための措置の強化などであ

る。 

 

② 行政とＮＰＯの協働政策の活発化  

・ 1998 年 12 月にＮＰＯ法が施行され、非営利活動を行う市民活動団体が法人格を

取得できるようになったことにみられるように、市民活動の必要性が社会的に認識

された。この市民活動の支援や推進を行っていくため、各地で行政及び民間によ

ってＮＰＯ支援センターが設立されている。自治体においても市民活動を促進する

条例が設置されるなど、ＮＰＯとの協働政策が活発化している。 

＊ ＮＰＯ支援センターの設立状況（「日本ＮＰＯセンター」ホームページの「地域別ＮＰ

Ｏ支援センター一覧」を参照） 

＊ 市民活動促進条例を設置している自治体の状況 

（後掲資料２「全国の市民活動促進条例を設置している自治体の一覧表」参照） 

 

③ 市民活動を活性化するための基金制度の創設  

・ 各自治体で、ＮＰＯを支援する仕組みが検討されている。例えば、神奈川県では、

公益を目的とする事業に自主的に取り組むボランタリー団体等の活動を推進する

ため、かながわボランタリー活動推進基金２１を設けている。 

・ 杉並区では、住民が必要とするサービスを住民自らの手で提供していく活動を担う

ＮＰＯに対し、区民や事業者等がその趣旨に賛同し、共に支え合う社会のしくみを

めざしてＮＰＯ支援基金を設置した、など各地で基金制度等による支援の仕組みが

出来つつある状況である。 

 

④ ＮＰＯ支援税制（2001 年 10 月施行）  

・ 市民活動団体の活動を活性化する観点から、一定の要件・基準を満たしたＮＰＯ法

人に対する寄附や所得税、法人税及び相続税の特例措置としてＮＰＯ支援税制が

創設された。またこの制度の中で、認定特定非営利活動法人（認定ＮＰＯ法人）とい

う新たな資格が創設された。 

・ 認定ＮＰＯ法人の要件（概要） 

①ＮＰＯ法人となってから１年以上で、２事業年度を経ていること②この２事業年度

において受け入れた寄付金の総額が総収入金額の３分の１以上であること③一自

治体を超えた活動をしていること④特定者や会員向けの活動などが５０％未満であ

ること⑤組織の構成員が特定のグループ（特定の者の親族等）によって一定の比

率以上に占められていないこと⑥事業費に占める目的とする事業への支出が８割



以上であること、⑦受け入れた寄付金の７割以上を、目的とする事業に支出してい

ること、となっている。 

・ 認定ＮＰＯ法人については、2001 年 3 月の法律の成立から 2002 年 9 月 30 日現在

まで８法人が認定されている。 

・ 認定ＮＰＯ法人に対する支援税制の優遇内容 

①認定ＮＰＯ法人に対する寄付金に対し、所得控除、損金算入の税制措置が受け

られること②相続財産等の寄付金に関して相続税の課税価格の基礎への算入がさ

れないこと、となっている。 

・ 

ＮＰＯ支援税制への期待と認定要件の緩和については、「ＮＰＯ／ＮＧＯに関する

税・法人制度改革連絡会」において議論され、日本ＮＰＯセンターとシーズ（市民活

動を支える制度をつくる会）を中心に全国のＮＰＯ法人の支援税制改正に向けた活

動が行われている。（ＮＰＯ支援税制改正の要望事項：1.認定要件の緩和、2.みなし

寄付金制度の実現化、3.認定ＮＰＯ法人の認定期間と更新手続きの再検討につい

て、4.地方税における優遇措置の実現化） 

 

⑤ 公益法人制度の抜本的改革（「公益法人制度等改革大綱（仮称）」の策定を 2002

年度中を目途に検討中である）とＮＰＯ法の関係  

・ 日本の公益法人制度は 100 年にわたり抜本的な見直しは行われていなかった。公

益法人は、民間非営利活動を担う代表的な主体として一定の役割を果たしてきた

が、主務官庁の設立許可と一般的指導監督権限等、その運営、指導監督、ガバナ

ンス等のあり方について種々の批判が見受けられる。このため、営利法人の基本

法である商法が、近年大幅に見直されていることや国会での決議を踏まえ、公益法

人制度そのものについて関連制度も含めて抜本的かつ体系的な見直しを行う必要

があるとされている。 

・ 抜本的改革の必要性：真に時代の要請にこたえ得る非営利法人制度の基本的制

度として再構築する必要がある。 

・ 非営利法人制度のあるべき姿：「簡便性」「客観性」「自律性」「透明性」「柔軟性」が

求められる。 

・ 税制上の措置：寄附文化を育てる観点も踏まえつつ、寄附に係る新しい税制上の

措置を検討する必要がある。 

・ 現存する公益法人の他法人類型への移行：現存する公益法人について改革後の

非営利法人制度の姿に合わせた整理が必要である。この中で、ＮＰＯ法そのもの

が、発展的に解消される可能性が高い。 

・ 非営利法人制度改革の方向：改革パターンとしては、基本検討パターンと参考パタ



ーンが示されている。 

 

a）基本検討パターンの制度の概要  

①現行の公益法人及び中間法人という類型を「非営利法人（仮称）」という一つの類

型にまとめる②法人格の取得は登記のみによることとする③公益性の判断には、法

人制度上公益性の判断の仕組みを設けない場合と公益の判断を個別に行う場合の

どちらかが考えられる、となっている。 

 

b）参考パターンの制度の概要  

①非営利法人のうち公益性を有するものは「非営利・公益法人（仮称）」という類型と

し、非営利非公益の法人は、「中間法人（仮称）」という類型とする②「非営利・公益法

人（仮称）」は行政庁の認証により法人格を取得し、「中間法人（仮称）」は登記のみに

よることとする③公益について法律上可能な限り明確に定義する、また「非営利・公

益法人（仮称）」は公益性を有することをもって法人格を取得しているため、公益性が

失われた場合は、法人格そのものを取り消す、となっている。 

 

（２）地方分権一括法とその他制度改革をめぐる動き  

・ 地方分権一括法の成立（2000 年 4 月施行）による地方分権改革の概要としては、

①機関委任事務が廃止され、自治事務、法定受託事務、国による直接執行となり、

自治事務、法定受託事務について条例を制定することが出来るようになったこと②

国と地方、都道府県と市町村間の関与のあり方についてもルールを定め、ルール

順守の担保として処理機関が設置されたことが挙げられる。 

・ 2000 年 4 月に介護保険制度が施行されたことにより、地域福祉サービス利用者の

みならず、地域福祉サービスを提供するＮＰＯにとっても大きな変化をもたらし、行

政には制度の施行をよりよい方向へと導いていく積極的な姿勢が求められている。

このような行政の構造改革等が進む中で、行政運営の自由度が高まった地方自治

体は、地域のまちづくりを市民と共に進めていくための市民活動促進への取り組み

が活発になっている。 

３．東久留米市の情勢 

 

（１）東久留米市第３次長期総合計画基本構想等での協働のまちづくりの位置付け 

 

１） 基本構想での協働のまちづくりの位置付け  

・ 第３次長期総合計画基本構想におけるまちの将来像を「水と緑とふれあいのまち

“東久留米”」とし、その基本目標「（１）市民一人ひとりが共につくるまち」の中で、



「市民と行政の信頼関係のもと、一人ひとりの市民として、あるいはコミュニティに参

画するまちづくりへの取り組みが、多様に繰り広げられるまちをめざします。」として

いる。 

 さらに、「基本構想実現のため」では「（１）市民と行政のパートナーシップ」の中

で、「市民の求める公共･公益ニーズの解決に向けて、行政が果たす「公助」、市民

と行政並びに市民相互の「共助」、市民みずからの「自助」がそれぞれの役割を果

たすことを基本に、市民と行政のパートナーシップにもとづく協働のまちづくりをすす

めていきます。」としている。 

 

２） 基本計画等での協働のまちづくりの位置付け  

・ 「協働体制の構築」として、情報公開・提供と広聴の推進、市政への市民参画の仕

組みづくり、「まちづくりサポートセンター」機能の検討を進めるとしている。 

 

（２）市民参加から協働による行政運営へ 

 

１） 市民参加による行政運営  

・ 各種審議会、懇談会等の委員選出枠に市民公募を採用しており、５０の行政委員

会、審議会、協議会の委員６２０名の内、公募による委員は２３２名で、３７．４％を

占めている。（ 2001 年 10 月 1 日現在） 

・ 第３次長期総合計画の策定にあたり 1998 年度に全員が公募の委員による「明日の

東久留米を考える会」を発足した。 

・ 2000 年 4 月より実施されている介護保険制度により地域福祉推進の一翼を担って

きたＮＰＯにどのような変化が起きたのかを把握すると共に、この活動促進に向け

て支援策を検討していくため、ＮＰＯ及び福祉サービス利用者を対象に「東久留米

市ＮＰＯ活動実態調査」を 2000 年度に行った。この実態調査などを踏まえ、2003 年

度の改訂に向け東久留米市老人保健福祉計画・介護保険事業計画の第２期計画

（2003 年度から 2007 年度まで）の検討作業中である。 

・ 施策の企画立案、実施、推進に市民の意見が反映されるよう努めている。 

・ 公募による市民や学識経験者等を中心に行ったまちづくりに関する基本的な事項

を定める基本条例に盛り込むべき事項の調査・研究の報告書の中では、「まちづく

りの基本原則を市民と市のパートナーシップに基づく『協働のまちづくり』におく」旨

が述べられている。 

・ 市民の参画意欲を市政運営に結びつける協働によるまちづくりの推進をしている。 

・ 市民参加の促進の方法の１つとして公募方式を取り入れつつあるが、専門家や必



要な団体の参加も不可欠であり、公募方式を含め市民参加の手続きに関するルー

ル化（市民参加条例等）が必要である。 

 

２）市民参加による行政運営から協働による行政運営へ  

・ 市民と行政との話し合いを通じ、協働を実現しようと考える段階には来ているが、これ

までは協働についてのルールや方針がなかったため、市民と行政が互いの知恵を出し

合って対話し、力を出し合って協力し、実行するまでの関係に至っていないのが現状と

なっている。 

・ 市民参加の方法等のルールづくりを進めるとともに、市民参加による行政運営から協

働による行政運営にステップアップしていくことが必要である。 

Ⅱ．協働に関する基本的考え方 

 

 １．協働とは 

 （１）協働関係とは  

１） 市民こそ地方自治のまちづくりや地域の抱える課題を解決する主体である。行政は、

市民主権の下で、市民福祉の向上を図っていかなければならない。地域社会に必要

とされるさまざまな活動を市民自身も担いながら、市民団体と行政それぞれが果たす

べき責務と役割を自覚して、相互に補完し、協力し合う関係である。 

２） 協働とは、組織と組織の関係を指す概念であり、組織と個人の関係を指すものでは

ない。  

 

 ２．協働に関する前提 

 （１）協働に関する５つの前提 

協働を進めるにあたっては、下記の５つを前提にする必要がある。  

１） なぜ「協働」が必要なのか、「協働」でなければ解決しない課題なのか、「協働」のため

の「協働」になっていないかの問い直しの必要 

２） ＮＰＯの先駆性、多様性、多元性等その正しい理解に基づく「協働」の方針を定める

必要 

３） 守備範囲と領域設定、役割分担に基づく「協働」関係の整理の必要 

４） 協働のルールづくりの必要 

５） 公正に競争できる社会条件整備の必要・・・規制緩和、税制改革 

  （世古一穂氏「地方自治職員研修（2002.7）」より）  

              

 ３．協働による効果 



  （１）行政にとっての効果  

① 市民の多様なニーズに対応できる。 

② 協働を促進するためには、行政とＮＰＯ各々の領域設定、役割分担が必要で、それは

まさしく行政改革、市民分権を進めることで、それは行政の体質改善の契機となり、

行政の効率化･スリム化を図ることにつながる。 

 

  （２）ＮＰＯにとっての効果  

① 活動領域の広がり、新たな活動の場の広がりが生まれる可能性がある。 

② 会計処理や事業報告を更に適切に行い、責任ある体制でサービス提供できるように

なる。 

③ ＮＰＯの特徴･特性を生かしながら理念や使命の効果的な実現ができる。 

 

  （３）市民にとっての効果  

① ＮＰＯの特徴･特性（柔軟性、機動性、多様性、専門性、先駆性など）を生かした

サービスの提供を受けられる。 

※② 受益者の立場に立ったサービスの提供を受けられる。 

※③ 多様な公共サービスの提供、サービスの選択肢が増加する。 

※④ サービス提供を通じた市民参加の広がりがうまれる。 

⑤ 市民参加の広がりによる「まちづくり」意思の向上が図られる。 

⑥ 地域雇用の機会が拡大される。 

 （東京都「東京都における社会貢献活動団体との協働」、大阪府「ＮＰＯとの協働を進め

るためのガイドライン」を参考として、協働のまちづくり推進懇談会での議論を基に※印部

分を東久留米市で加筆した） 

Ⅲ．東久留米市における協働に関する基本的考え方 

 

 １． なぜ今東久留米市で協働の指針が必要なのか 

 

 （１）協働によるまちづくりの推進 

  １）協働によるまちづくりの推進の必要性  

 近年、例えば、少子高齢化への対応、環境問題など、行政だけでは解決でき

ない課題や、対応しきれない課題が明確になってきた。従来行政が担ってきた

公共を、行政とＮＰＯが適切な役割分担に基づいて権限と責任とを分かち合って

課題解決を図る、協働のまちづくりの推進が必要である。この推進のため、協働



についての正しい認識の普及、全庁的な協働の推進に向けて従来の行政シス

テムの見直し、行政運営・市民分権のルールづくりが必要である。 

① 協働についての正しい認識の普及の必要 

・  行政が協働についての正しい認識を持つ必要がある。 

・  行政職員の協働に対する認識を高めると共に意識改革をする必要がある。 

・  行政の財政的な限界を理由に協働するのではなく、公平・平等のサービス提

供を担う行政セクターにはもともとその活動や役割、領域に限界があるとの

認識に立ち、市民セクターとの協働を検討する視点が不可欠である。 

② 全庁的な協働の推進に向けて従来の行政システムの見直しの必要 

・ 従来の行政のあり方について見直し、協働の視点で行政システムを検討す

る必要がある。 

③ 行政運営における協働のルールづくりの必要性 

・ 例えば「協働推進の指針」や「協働推進条例」等、行政とＮＰＯの協働のルー

ルをつくり、パートナーシップ型行政運営への転換を行う基盤整備を行う必要

がある。 

 

（２） 行財政改革の推進 

 １） 行政改革の推進  

 分権と分責によるＮＰＯと行政との協働を進めていくためには、行政の領域設

定・役割を見直し、ＮＰＯと協働する体制づくり、パートナーシップ型行政運営へ

の転換が必要である。 

① 行政の領域設定の見直し 

・ 行政とＮＰＯの協働領域を設定し、役割分担と責任を明確にする行政運営の

ルールづくり（協働の推進体制など）をする必要がある。 

② パートナーシップ型行政運営への転換 

・ 行政とＮＰＯの協働の指針づくりをする必要がある。 

・ 協働の指針に基づく新たなパートナーシップ型行政運営への転換を行う必

要がある。 

 ２） 財政改革の推進  

 行政の領域設定の見直し、パートナーシップ型行政運営への転換により、公金

配分や行政サービスについても見直すことが必要である。 

① 明確な公金配分 

・ 行政とＮＰＯの役割分担の明確化により、委託や補助事業の見直しが必要



である。 

・ パートナーシップ型行政運営への転換にあたり、公金配分のルールづくりを

行う必要がある。 

② 行政サービスの再検討 

・ 受益者の立場に立ったサービス提供を行うため、行政サービスの再検討を

行う必要がある。 

・ 公助、共助の範囲、明確な領域設定により、サービス提供を検討する必要

がある。 

 

（３）協働のまちづくり推進懇談会の検討経過 

 １）協働の概念の把握  

① 協働に関する先行事例調査 

・ 2002 年１月に、箕面市や横浜市といった先進自治体の協働に関する報告書

を収集、分析を行った。協働の指針については、先進自治体で様々な検討が

なされており、これらの指針を踏まえて東久留米市における協働による事業

の実態調査を行うこととした。（後掲資料３「先進自治体の協働に関する報告

書の比較表」参照） 

② 東久留米市における協働による事業の実態調査の結果 

・ 2001 年 5 月に、「東久留米市における市民との協働による事業」についての

調査を実施した。この調査で浮かび上がってきた現状は、市民の意見聴取を

目的とするものが３分の１以上を占めており、権限と責任を分かち合う本来の

協働の関係にまでは至っていない。 

・ 2002 年２月に、東久留米市で行われている協働事業の実態を把握するため

「行政とＮＰＯ（市民活動団体）との協働の状況について」の調査を実施した

が、協働の質についての評価を検討することが次の課題となった。 

  ２）東久留米市における協働の基本的な考え、協働の原則を踏まえた指針づくりの方

針  

① 協働とは、互いの特性を認識しながら、共通の目標に向かって知恵と力を出

し合い、それぞれが行うより協力・協働によって行う方が成果を上げられる関

係とする。 

② 協働の原則として、「協働のデザイン」（世古一穂著）にある７つの原則を踏ま

えて、協働の指針づくりを行う必要があることが認識された。 

 （パートナーシップの７つの原則 ①自己の確立、②相互の認識・理解、③共



通の目標の設定、④対等性の確保、⑤公開され、透明性のある関係、⑥自

己変革の受容性、⑦時限性ある関係 （出典：世古一穂著 「協働のデザイ

ン」（学芸出版社）） 

 

 ３）協働評価の学習と行政運営への導入の必要性  

 協働の質を評価する協働評価の学習と、その評価を行政運営に取り入れるこ

との必要性が認識された。 

 

 ２．東久留米市における協働のパートナーの考え方 

（１）協働の相手の範囲  

１） 国民生活白書（平成 12 年 11 月、経済企画庁編）の最広義の定義では、下記

を協働の相手の範囲としている。東久留米市でも協働の範囲についてはこう

した広い範囲を協働の相手として想定する。 

・ ＮＰＯ法人、市民活動団体、ボランティア団体、社団法人、財団法人、社会福

祉法人、学校法人、宗教法人、医療法人、労働団体、経済団体、協同組合

等の公共団体と公益団体。 

（２）非営利組織とは  

１） 本報告書でのＮＰＯとは 

・ 営利を目的とせず、公益の増進に寄与することを目的として、市民が主体に

取り組む活動を継続的に行う民間団体とする。（「営利を目的とせず」とは、

収益事業を行わないことではなく、事業からの収益を構成員に配分しないこ

との意。） 

・ 本報告書においては、上記のように協働の相手を広く想定するが、以下ＮＰ

Ｏという記述はＮＰＯ法人、任意の市民活動団体、ボランティア団体を含めた

概念とする。 

 

 ３．東久留米市で協働政策を進めるための基本的な考え方 

（１）協働の目的 

  １）協働の目的  

① 新たな公共サービスの必要性 

・ 多様化する市民ニーズに対し、協働することで従来の行政サービスにはな

い、ＮＰＯの特徴･特性を活かしたサービス提供や受益者の立場に立ったサ

ービスなど、柔軟で幅広いサービスを提供する必要がある。 

② 効果的･効率的なサービス提供 



・ 協働により、従来の行政サービス及び行政の領域とその役割を見直すこと

で、より効果的、効率的なサービスを提供できる。 
 

Ⅳ．東久留米市における協働の現状及び協働を進める上での課題と解決の方

向 

 

１．東久留米市における協働の現状と課題、解決の方向 

 

（１）行政 

   １）政策  

① 現状 

・ 少子高齢化への対応、環境問題、地域のまちづくりなどに関して、多様な市

民ニーズがあるが、対応しきれておらず、課題が山積している。 

・ 税収悪化などにより財政が硬直化している。例えば、市税収入が 1993 年度

の 175 億円をピークに 2001 年度は 157 億円まで落ち込んでいる。また、財政

の硬直度を表す経常収支比率も1993年度は79.9％であったが、2001年度は

90.2％と悪化した。 

② 課題 

・ 公共を行政で全て担っていこうとする従来の行政の仕事のやり方、発想の転

換を行い、ＮＰＯなど新たな主体、方法によるサービス提供の多様化や質の

向上を図る必要がある。（公共を行政だけで担うのではない） 

・ 行財政改革を進め、財政の対応力を高めていく必要がある。 

③ 解決の方向 

・ 組織として変革を受け入れる柔軟性を持つ。 

・ 行政の領域を見直し、市民分権を進めるために、協働を進めるルールづくり、

システムの構築を行う。 

・ 情報公開･提供をより一層進めるとともに、市民が情報にアクセスしやすいシ

ステムづくりが必要である。 

 

  ２）制度  

① 現状 

・ 特に協働を進めることを目的とした制度はないが、ＮＰＯに対して補助金、委

託金の支出や、実行委員会と行政との共催による事業などが行われている

事例がある。 



② 課題 

・ 自治会、市民活動団体、その他各種団体などに対する補助金、委託金の支

出を見直し、協働を進めるための制度や仕組みに構築し直す。 

③ 解決の方向 

・ 従来の行政のルールやシステムの見直しをし、協働のルールづくりを行う。 

横浜市の「協働の６原則」を参考にした補助・委託の協働形態の見直し 

（横浜市「協働の６原則」(1)補助・助成、(2)共催、(3)委託、(4)公の財産の使

用、(5)後援、(6)情報交換・コーディネイト等） 

・ ＮＰＯが公正に競争し、参加できる社会的条件、規制緩和の課題は何かを検

討し、その整備を図る。 

 

  ３）事業  

① 現状 

・ 補助や委託に際し、行政とＮＰＯとの役割分担が明確になっていないものが

ある。 

・ 補助事業に、変化の無い事業形態と事業内容がみられるものがあり、見直し

が必要である。 

② 課題 

・ 協働の目的を明確にする。 

・ 行政とＮＰＯの役割分担を明確にする。 

・ 公金の支出目的を明確にし、補助事業、委託事業の抜本的な見直しを行う。 

③ 解決の方向 

・ 協働事業推進の指針づくりをし、その指針に基づいて事業を行う。 

・ 柔軟な財政システムの検討を行い、運用を図る。 

・ 協働事業評価システムをつくり、それに基づいて事業を評価することにより事

業の効率化を図ると共に、協働の質を高めていく。そのための評価手法を開

発する。 

 

  ４）職員の意識  

① 現状 

・ 公共を全て行政が担うべきとする旧来の意識に拘る者は依然多く、さらに、

安く手伝ってもらえるからなどといった意識でＮＰＯとの協働を考えたりするな

ど、協働に対する正しい認識がないことも重なって、職員の間の協働に対す



る認識に大きなズレがある。 

・ 職員個人としてのＮＰＯへの参加及び行政組織としての交流が少ないため、

ＮＰＯに対する理解や認識が足りない。 

② 課題 

・ 職員が協働に対する正しい認識を持つ。 

・ ＮＰＯに対する理解や認識を高める。 

・ 協働の成功事例をつくる。→モデル事業を通して実践する。 

③ 解決の方向 

・ 本報告書や協働事業の指針により、協働や協働の事業に対する正しい認識

の習得を行い、その指針を遵守するようにする。 

・ ＮＰＯとの交流を促し、ＮＰＯに対する理解や認識を高める。 

・ 行政職員が、ＮＰＯの活動を実地に体験できるような研修やＮＰＯへのインタ

ーシップ、職員派遣のシステムづくりが必要である。 

 

 （２）行政とＮＰＯの協働 

  １）体制  

① 現状 

・ 市では、市政情報コーナーを設けて行政情報を提供する等を行っているが、

市民活動情報を集約しておらず一括して提供できる体制になっていない。 

・ 市民に、地域の課題の解決は行政の仕事であるという「お任せ」の意識があ

る。 

・ ＮＰＯの運営などに関して、特定の人の努力によって成り立っているとの声が

聞こえてくるように、組織としての体制が脆弱なＮＰＯがある。 

・ ＮＰＯ相互間の連携が十分でない。 

・ 東久留米市内に事務所を有するＮＰＯ法人の認証状況 

 2002 年 9 月 30 日現在、東久留米市内に事務所を有するＮＰＯ法人１４団体 

（内１０団体が福祉支援関係の団体） 

（後掲資料４「東久留米市に主たる事務所を置く認証特定非営利活動法人の

一覧」参照） 

② 課題 

・ ＮＰＯに関する情報提供の充実を図る必要がある。 

 ＮＰＯや中間支援組織との連携を進めていく必要がある。 



・ 協働事業の成功事例をつくる。事例については、次の方策等で具体化する。 

 
a)  既存事業を見直して、事業をＮＰＯとの協働型へと変える事例。 

 
b)  ＮＰＯ側、若しくは行政側からの呼びかけによる新規事業創設の事例。 

 
c) 地域でのＮＰＯの起業支援の事例。等 

③ 解決の方向 

・ ＮＰＯに関する情報収集を行い、市民への情報提供のシステムづくり、わかり

やすい提供の仕方を図る。 

・ ＮＰＯや市民と行政職員が合同で、協働について学ぶ機会となる研修事業等

を行っていく。 

・ ＮＰＯ同士や中間支援組織との連携を図れるよう、情報提供や仲介などの支

援を行う。 
 

Ⅴ．協働のまちづくりに向けて 

 

１．協働を進めていくための原則について 

 （１）パートナーシップの本質的な要素とは 

   １）パートナーシップの７つの原則を前提とする  

① 自己の確立 

② 相互の認識･理解 

③ 共通の目標の設定 

④ 対等性の確保 

⑤ 公開され、透明性のある関係 

⑥ 自己変革の受容性 

⑦  時限性ある関係 

 

 



（出典：世古一穂著「協働のデザイン」（学芸出版社）） 

 

２．行政とＮＰＯの領域と役割分担の設定  

 行政セクターと市民セクターの持つ特性を最大限に活用し、それぞれの活

動内容や能力に見合った協働を進めていくためには、明確な活動領域の設

定と、役割分担を定めることが必要である。 

  （１）行政とＮＰＯの活動領域と役割分担の設定 

   １） 活動領域   

・ 行政とＮＰＯが持つそれぞれの特性や適正を活かせる活動領域を設定

する事が必要である。（領域設定と役割分担については、下記の概念図

の考え方を参照） 

  
 

市民セクターと行政セクターの諸相の概念図 

 

図のＡ～Ｅは、次の各領域を示している。 
Ａは、民間非営利組織が主体的に活動を行う領域 
Ｂ～Ｄは、行政と民間非営利組織とが、それぞれの役割分担に応じて協働する領域（Ａに

近いほど、市民が主体であり、Ｅに近いほど、行政が主体の活動領域である。） 
Ｅは、行政が責任を持って対応すべき領域。 
（出典：山岡義典著「時代が動くとき－社会の変革とＮＰＯの可能性」（ぎょうせい）） 
 ２）特性や適性を生かした役割分担（分権と分責）  
・ 行政とＮＰＯの活動領域に応じた役割分担とそれに伴う責任の明確化を図る。 
３．協働のまちづくり推進の取り組みに向けての課題 
（１） 協働事業の指針づくり  
 ＮＰＯとの協働を全庁的に推進していくため、各所管課の事業を協働の視点に立って見

直す考え方を示した指針を持つことが必要である。  
１） 協働事業評価システムづくりの策定  
・ 「行政とＮＰＯとの協働の状況について」で調査した協働の事例をもとに協働評価シス

テムを検討する。検討にあたっては、評価システム研究会が三重県と協働で開発した「Ｎ



ＰＯと行政の協働事業自己チェックシート」を導入し、東久留米市の事業の内容や協働の

質を把握する検討及び研究を行う。 
 （後掲資料５「ＮＰＯと行政の協働事業自己チェックシート」参照）  
・ 東久留米市における協働の質を実態的に高めるため、協働事業評価システムづくりを

2003 年度から行う。  
 
２） 既存事業の協働に向けての検討  
・ 既存事業をどう改善していけばより協働の質が高まるのかの改善策を検討する。そのた

めの協働事業評価システムを取り入れる。  
（２）協働を進めるための体制・環境づくり  
１） 行政職員の研修並びに市民と職員の合同の研修体制整備の確立を図る。  
２） 市行政の情報公開、情報提供をより一層進める。  
３） 企画段階、予算づくりの段階から、ＮＰＯと協働して事業をつくりあげていく体制づ

くり。 
４．実現化へのプロセス 
（１） 協働の質を高めていくための協働事業評価委員会の設置と研修会の開催 

１）協働事業評価委員会の設置と役割  
① 2003 年度は協働事業評価委員会を設置し、協働事業評価システムづくり、事業評価計画

づくり、アクションプランづくり等、協働事業の進め方の指針を策定する。  
② 2004 年度からは、協働事業評価システムづくりは、協働事業事例研究及び実態調査によ

って行う。 協働事業事例研究にあたっては、後掲資料６に掲げたテーマ等を事例として適

用し、調査研究を行う。事例研究のテーマについては、後掲資料６にあげたものを含め協

働事業評価委員会で必要に応じて検討、  見直し、追加等を行う。 
 （後掲資料６「協働事業事例研究テーマ例と概要」参照）  
③ 2004 年度は協働事業評価システム及び事業評価計画に基づき、協働事業評価委員会で評

価を行う。  
④ 2004 年度以降、事業評価計画づくり、アクションプランづくりを毎年度実施し、事業計

画、予算に反映していくこととする。  
 
２）協働及び協働事業評価システムの研修会の開催  
① 協働や協働事業に対する正しい認識を習得する。  
② ＮＰＯ活動を行政職員が実地に体験できるようなＮＰＯ活動体験研修等を行う。  
③ 協働事業評価システムの理解及び習得のため、行政職員を対象とした研修や、ＮＰＯや

市民と行政職員の合同による研修を行う。  
④ 上記の研修会は 2003 年度以降、毎年開催する。  
  



おわりに 
 
 この報告書は、協働のまちづくり推進懇談会委員による検討により、協働に関する基本

的な考えを示したものであり、毎年、協働評価システムに基づき評価を実施して、事業の

見直しと改善策を立てると共に、翌年度の事業の立案のために市民や職員の意見を取り入

れて内容を見直し、高めていくシステムとすることが不可欠である。 
  



資料１ 

ＮＰＯ支援センター一覧 

○民間で設立した組織  

名     称 設立時期 名     称 設立時期 

北海道ＮＰＯサポートセンター 1998/3 あおもりＮＰＯサポートセンター 1999/1 

せんだい・みやぎＮＰＯセンター 1997/11 あきたＮＰＯセンター 1999/7 

山形創造支援ＮＰＯネットワーク 1999/6 茨城ＮＰＯセンター･コモンズ   

さいたまＮＰＯセンター 1999/10 千葉まちづくりサポートセンター 1999/2 

日本ＮＰＯセンター 1996/11 
シーズ＝市民活動を支える制度をつ

くる会 
1994/11 

ＮＰＯサポートセンター 1993/9 ＮＰＯ事業サポートセンター 1998/11 

ＮＰＯ研修･情報センター／略称：ＴＲＣ 1997/11 
まちづくり情報センターかながわ／通

称：アリスセンター 
1905/6 

くびき野ＮＰＯサポートセンター 1998/11 市民活動ネットワークふくい 1998/8 

長野県ＮＰＯセンター 1998/9 
静岡県ボランティア協会市民活動サ

ポートセンター 
1998/6 

浜松ＮＰＯネットワークセンター 1998/4 市民フォーラム２１・ＮＰＯセンター 1997/11 

ボランタリーネイバーズ 2001/4 パートナーシップ・サポートセンター 1998/7 

きょうとＮＰＯセンター 1998/7 
（社福）大阪ボランティア協会・ＮＰＯ

推進センター 
1999/7 

大阪ＮＰＯセンター 1996/11 ＮＰＯ政策研究所 1997/5 

宝塚ＮＰＯセンター 1998/4 市民活動センター神戸 1999/10 

コミュニティ・サポートセンター神戸 1996/10 奈良ＮＰＯセンター 2001/4 

大和まほろばＮＰＯセンター 2001/4 岡山ＮＰＯサポートネットワーク 1998/12 

ひろしまＮＰＯセンター 1997/9 山口ＮＰＯサポートネットワーク 1998/12 

ＮＰＯふくおか 1999/4 ＮＰＯくまもと 2001/1 
 

 
 
 
○社会福祉協議会が名称変更して設立した組織  



名     称 設立時期 

東京ボランティア・市民活動センター 1998/4 

高知県ボランティア・ＮＰＯセンター 1999/10 

大阪市ボランティア情報センター 1998/12 

○政府･自治体が設立した組織  

名       称 
設立時

期 
運 営 主 体 

北海道立市民活動促進センター 2001/6 （財）北海道地域活動振興協会 

札幌市市民活動プラザ 1999/6   

いわてＮＰＯサポートルーム 2001/6 いわてＮＰＯフォーラム２１ 

みやぎＮＰＯプラザ 2001/4 シニアのための市民ネットワーク仙台 

仙台市市民活動サポートセンター 1999/6 せんだい・みやぎＮＰＯセンター 

古川ＮＰＯ支援センター 2000/6 古川ＮＰＯ支援センター運営委員会 

白石市民活動支援センター 2000/11 白石市民活動フォーラム 

秋田県ボランティア･ＮＰＯ交流サロン 2000/10 （社）あすの秋田を創る協会 

交流サルーンいばらぎ 1999/11 大好きいばらぎ県民会議 

おおたＮＰＯセンター 2001/7 おおたＮＰＯセンター運営委員会 

市川市ボランティア･市民活動センター／通称：まち

の縁側センター 
2001/4   

我孫子市ボランティア・市民活動サポートセンター 2001/4   

市民活動サービスコーナー 1972/10   

多摩ＮＰＯセンター 2000/5 多摩ＮＰＯセンター運営協議会 

宇都宮市民活動サポートセンター 2000/10   

彩の国・市民活動サポートセンター 2001/8 
ＮＰＯさいたま／（財）埼玉県県民活動

総合センター 

かながわ県民活動サポートセンター 1996/4   

横浜市市民活動支援センター 2000/10 （社）横浜ボランティア協会 

鎌倉市市民活動センター 1998/5 鎌倉市市民活動センター運営会議 

えびな市民活動サポートセンター 1997/9   



横須賀市立市民活動サポートセンター 1999/11 ＹＭＣＡよこすかコミュニティサポート 

関東経済産業局総務企画部コミュニティビジネス・

ＮＰＯ活動推進室 
    

富山県民ボランティア総合支援センター 1997/9 運営協議会 

石川県ＮＰＯ活動支援センター 2001/8 （財）石川県県民ボランティアセンター 

ふくい県民活動センター 2001/3   

ふじのくにＮＰＯ活動センター 1999/7   

ボランティア交流センターながの 1998/5   

ぎふＮＰＯセンター 2000/10 運営協議会 

みえ市民活動ボランティアセンター 1998/12   

四日市市民活動センター 1998/12 地域づくり考房みなと 

津市市民活動センター 2001/4   

淡海（おうみ）ネットワークセンター 1997/4 （財）淡海文化振興財団 

草津コミュニティ支援センター 1998/5 （財）草津コミュニティ事業団 

奈良県ボランティア活動情報センター 1905/6 奈良県社会福祉協議会 

広島市ボランタリー総合支援センター 1998/10   

やまぐち県民活動支援センター 1999/10   

いわくに市民活動支援センター 2000/11   

宇部市民活動センター 2001/1   

徳山市市民活動支援センター 2001/10   

えひめ市民活動ネットワークサロン 2000/7 アクティブボランティア２１ 

高知市市民活動サポートセンター 1999/4 ＮＰＯ高知市民会議 

高松市ボランティア・市民活動センター 2001/1   

福岡県民ボランティア総合センター 2000/9 運営協議会 

長崎県民ボランティア活動支援センター 2000/7 長崎県ボランティア協会 

宮崎市民活動支援センター 2000/8 ＮＰＯみやざき 

那覇市ＮＰＯ活動支援センター 2000/1 
 

※ 日本ＮＰＯセンターが作成した「地域別ＮＰＯ支援センター一覧（情報更新日 2002 年

1 月 21 日、2002 年 8 月 2 日、2002 年 9 月 13 日）」より、東久留米市企画調整課が「協働

のまちづくり推進懇談会」の資料として作成したものです。 



資料２ 

全国の市民活動促進条例を設置している自治体の一覧表 

区分 施行年月日 自治体名 名         称 

都道府県 

H10.4.1 岩手県 社会貢献活動の支援に関する条例 

H10.10.14 青森県 青森県ボランティア活動との環境整備に関する条例 

H10.12.1 兵庫県 県民ボランタリー活動の促進に関する条例 

H11.4.1 宮城県 宮城県の民間非営利活動を促進するための条例 

H11.4.1 高知県 高知県社会貢献活動推進支援条例 

H12.3.24 三重県 三重県生活創造圏ビジョン推進条例 

H12.3.24 長崎県 県民ボランティア活動の促進に関する条例 

H12.4.1 福井県 福井県県民社会貢献活動支援条例 

H13.3.30 北海道 北海道市民活動促進条例 

H13.4.1 神奈川県 かながわボランタリー活動推進基金２１条例 

区市町村 

H9.4.1 板橋区 板橋区ボランティア活動推進条例 

H9.4.1 箕面市 箕面市まちづくり理念条例 

H10.5.1 鎌倉市 鎌倉市市民活動センターの設置及び管理に関する条例 

H11.3.16 仙台市 仙台市市民公益活動の促進に関する条例 

H11.10.1 箕面市 箕面市非営利公益市民活動促進条例 

H12.7.1 横浜市 横浜市市民活動推進条例 

H13.4.1 岡山市 岡山市協働のまちづくり条例 

H13.4.2 池田市 池田市公益活動促進に関する条例 

H13.7.1 横須賀市 横須賀市市民協働推進条例 

H14.4.1 犬山市 犬山市市民活動支援に関する条例 

H14.4.1 杉並区 杉並区ＮＰＯ･ボランティア活動及び協働の推進に関する条例 
 

※ 「高松市市民活動団体と行政との協働づくり委員会報告書」資料、地方６団体地方分

権推進本部が設けているホームページ「分権ネット」の平成１４年９月２４日現在の情報

をもとに、東久留米市企画調整課が「協働のまちづくり推進懇談会」の資料として作成し

たものです。 
  



資料３ 

先進自治体の協働に関する報告書の比較表 

平成 14 年 1 月 10 日 

策定時期 自治体名 名   称 主  な  特  徴 

H11.2 箕面市 
みのお市民社会

ビジョン２１ 

 市民活動の促進策として、補助金のあり方、事業委託のあり方、

公共施設利用のあり方などをまとめており、その中で補助団体の

条件を示すなど新しい統合補助金制度の具体案を提言している。 

H11.2 横須賀市 
市民協働型まち

づくり推進指針 

 市民協働型まちづくりという新しいまちづくりの進め方について理

念、原則を示すと共に、推進策の４つの柱を示している。 

H11.2 横須賀市 
市民活動促進指

針 

 市民活動に対する行政の姿勢と施策の方向を指針として示して

いる。 

H11.3 横浜市 

横浜市市民活動

推進検討委員会

報告書 

 公金の支出や公の財産の使用に対する憲法など法的な課題の

考え方を示すと共に、横浜コードとして、市民活動の定義、協働の

原則、協働の方法などを示している。 

H12.3 三重県 

協働関係形成に

おける阻害要因

をめぐって－三重

県の事例から 

 協働は、公共に関して過剰集中した社会リソースの再配分を試

みる手段、各セクターの自己変革と分業の過程とし、協働を進める

上での阻害要因を探り、現状から今後の協働への示唆を行ってい

る。 

H12.8 宝塚市 
宝塚市市民参画

検討委員会提言 

 市民行政評議会組織の設置、市民スタッフ制度の創設など具体

的な市民参加の施策を提言している。 

H13.1 松山市 
ＮＰＯの成熟促進

策に関する提言 
 市民活動促進策として行政が採るべき施策をまとめている。 

H13.4 高松市 

市民活動団体と

行政との協働に

関する基本方針･

基本計画 

 市民活動団体を公共の担い手と位置付け、協働の考え方、協働

を進めるための行政の課題、施策の方向などを示している。 

H13.8 東京都 

東京都における

社会貢献活動団

体との協働 

 行政が、社会貢献活動団体との協働を全庁的に推進していくた

めに、各部局が事業に協働の手法を取りいれる基本的な考え方な

どを指針として示している。 

H13.9 川崎市 
川崎市市民活動

支援指針 

 行政が市民活動に対して支援する基準･考え方を指針として示し

ている。 

H13.10 東久留米市 協働のまちづくり  協働の現状から、双方向型への協働のかたちへと進める推進策



の推進について と、事業の協働化へのステップを示している。 
 

※ 東久留米市企画調整課が「協働のまちづくり推進懇談会」の資料として作成した「先

進自治体協働に関する報告書比較表」に基づき、策定時期や主な特徴などを表にまとめ

たものです。 

資料 4 

東久留米市に主たる事務所を置く認証特定非営利活動法人の一覧 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） 

認証年月日 
特定非営利活

動法人の名称 

代表者の 

氏名 

主たる事務所の 

所在地 
電話番号 定款に記載された目的 

平成 11 年 6

月 30 日 

特定非営利活

動法人多摩北

部くらし支援セ

ンターでんでん

虫 

平尾 達夫 

東京都東久留米

市大門町一丁目

２番７号 

042-473-0109 

この法人は、高齢者及び障害

を持つ人々が自立して生活して

いける社会の実現を図るため、

ヘルパーとしての技術向上とモ

ラルの確立をふまえながら、高

齢者及び障害を持つ人々の自

立支援や高齢者及び障害を持

つ人々のくらしやすい町づくり

を推進する政策提言、活動など

に関する事業を行い、もって地

域社会の利益の増進に寄与す

ることを目的とする。 

平成 11 年 9

月 7 日 

特定非営利活

動法人地域ケ

アネットワーク

ゆいまぁる 

八幡 茂子 

東京都東久留米

市南沢四丁目 1

番 36 号 

042-462-0792 

本会は、少子高齢社会におけ

る地域福祉の課題に取り組

み、市民自らが必要な在宅支

援活動を担うことにより、多世

代･多様な人と支え合っていけ

る、誰もが住みよい地域づくり

に寄与することを目的とする。 

平成 11 年 9

月 30 日 

特定非営利活

動法人自立福

祉会 

西岡 俊樹 

東京都東久留米

市東本町１４番

地７ 滝ビル一

階 

042-477-0553 

本会は日常的に介護を必要と

する人達が地域で自立した生

活ができるようにサービスを提

供し、またホームヘルパーの社

会的地位の確立を目指し社会

全体の福祉の向上に寄与する



ことを目的とする。 

平成 11 年 9

月 7 日 

特定非営利活

動法人ＮＰＯ日

本救難バイク協

会 

千葉 弘 

東京都東久留米

市中央町六丁目

６番２７号 

042-473-3003 

この法人は、国民に対して、災

害支援に必要な救急救助及び

物資の搬送並びに情報収集・

伝達等の事業を行い、もって社

会公共の福祉の増進に寄与す

ることを目的とする。 

平成 11 年 9

月 30 日 

特定非営利活

動法人湧 水 

内田 トモ

子 

東京都東久留米

市下里二丁目 13

番 47 号  島崎

ハイツ 103 号 

042-479-0638 

本会は日常的に援助を必要と

する高齢者や障害者に対して、

在宅での生活を維持できるよう

必要なサービスを堤供し、もっ

て社会全体の福祉の向上に寄

与することを目的とする。 

平成11年12

月 24 日 

特定非営利活

動法人介護ヘ

ルパーステーシ

ョン 

菊池 トミ子 

東京都東久留米

市中央町二丁目

７番２号 イエロ

ーハウス１０１ 

042-473-0058 

この法人は、介護を必要とする

高齢者に対して、住み慣れた

家や地域で自らの意志に基づ

き、自立した質の高い生活が出

来るよう、２４時間３６５日介護

サービス及び介護支援サービ

ス等生活に必要なサービスを

行い、高齢者の生活を支援す

ることにより、保健、医療または

福祉の増進に寄与することを

目的とする。 

平成 12 年 3

月 9 日 

特定非営利活

動法人自立生

活センターグッ

ドライフ 

石田 義明 

東京都東久留米

市東本町１４番

地７ 滝ビル１階 

042-477-8384 

本会は、全ての人が地域で当

たり前の生活を送ることができ

るように、障害者や高齢者に対

して必要なサービスを提供し、

もって社会全体の福祉の向上

に寄与することを目的とする。 

平成 12 年 1

月 28 日 

特定非営利活

動法人在宅福

祉サービスステ

ーション 

山田 君代 

東京都東久留米

市中央町三丁目

１番６号 

042-470-1456 

少子高齢化社会に向けた在宅

支援サービスを行うものとす

る。文化的生活を営む権利を

支援し、自立支援にむけた２４



時間サービスの提供を目的と

する。 

平成 13 年 3

月 19 日 

特定非営利活

動法人ケアサポ

ート ファミリー 

樋口 篤三 

東京都東久留米

市東本町１４番１

１号貫井東本町

ビル２０１号 

042-471-1711 

この法人は、急速に進展する

少子・高齢社会において、市民

がお互いに支え合い、助け合

える地域社会の構築をめざし、

地域福祉の増進に寄与するこ

とを目的とする。 

平成13年10

月 2 日 

特定非営利活

動法人日本腹

話術師協会 

池田 澄夫 

東京都東久留米

市金山町一丁目

５番１４号 

042-471-8275 

この法人は、腹話術の啓蒙と

国内普及を推進しつつ、腹話

術を用いて地域社会へ貢献す

る個人及び団体の活動を支援

することを目的とする。 

平成13年11

月 30 日 

特定非営利活

動法人サテライ

トネットワーク 

穴田 史朗 

東京都東久留米

市南沢五丁目Ⅰ

番２３号 

042-478-5373 

この法人は、不特定かつ多数

のものに対して、情報技術(ＩＴ)

とインターネット等を用いて、社

会参加と自立支援を促す。ま

た、ＮＰＯなどの市民による活

動の支援組織として、インター

ネット等を用いた情報交換を通

じて、市民団体の相互ネットワ

ークを構築する。これらの地域

や分野を越えた各種団体活動

への助言・協力・支援を行うこと

をもって、社会全体への利益の

増進に寄与することを目的とす

る。 

平成13年12

月 20 日 

特定非営利活

動法人在宅支

援グループ優友 

戸澤 正代 

東京都東久留米

市滝山七丁目１

番１９号マンショ

ン山下１０３ 

042-475-6909 

この法人は心身障害者(児)及

び一定期間移送や介護を必要

とするものに対して、緊急一時

保護と移送サービスを行ない、

かつ障害者等への支援活動事

業を行なうことによって、心身

障害者の取り巻く環境の整備

及び改善に寄与する事を目的



とする。 

平成 14 年 3

月 25 日 

特定非営利活

動法人たすけあ

いぐるーぷぬく

もり 

矢澤 健司 

東京都東久留米

市中央町二丁目

１番４号 清美荘

１０２号室 

042-477-9891 

この法人は、少子高齢化社会

の中で誰でもが安心して暮らせ

る地域作りをめざし、豊かな人

間関係を作り相互扶助の精神

に基づき、在宅支援活動を担う

ことによって、地域福祉の向上

に寄与することを目的とする。 

平成 14 年 9

月 25 日 

特定非営利活

動法人アリアン

テ 

山口 隆文 

東京都東久留米

市東本町１６番５

号貫井ビル５０３

号室 

042-477-2179 

この法人は、地域の住民に対

して、地域スポーツ活動（サッカ

ー）の普及、サッカーを通じた

青少年の健全育成、サッカーに

関するプログラムの企画・支援

に関する事業を行い、地域の

青少年の育成環境の整備、地

域住民の生活に応じた自由な

スポーツ参加、及び地域コミュ

ニティの形成に寄与することを

目的とする。 

※ＮＰＯ法人認証団体一覧（東京都生活文化局 都民協働部 市民活動推進課）より 
 



                        

    
 

ＮＰＯと行政の 
 

協働事業自己チェックシート 
    

 
 
 
 
 
    

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

２００２年３月 
 

評価システム研究会 
三重県生活部ＮＰＯ担当 

◆協働の考え方の基本「みえパートナーシップ宣言」 
  
 １９９８年１１月、「みえＮＰＯ研究会」（１９９８年４月三重県設置）は、

これからの社会のあり方を「みえパートナーシップ宣言」として発表しました。

  
   「みえパートナーシップ宣言」 
 私たちは、開かれた市民社会を自分たちの手で実現していこうと考えていま

す。あらゆる立場の人々が信頼で結ばれ、人と命を大切にし、かけがえのない

地球へ貢献することを目的として、ここに「みえパートナーシップ宣言」をし

ます。 
    ●自立した市民が中心の社会をつくる夢を共有します。 
    ●一人ひとりができる範囲で責任ある行動をします。 
    ●それぞれに違う立場と利益を認め合い、連携します。 
    ●誰もが自由に選択できる開かれた行動を行います。 
    ●広く情報を公開し、活動の中に循環させます。 

●あらゆる変化へ柔軟に対応し、積極的に行動します。 
●どんな活動も地球に貢献する大切な活動であることを自覚します。 



はじめに 
 

◆何のために協働するのでしょうか。 
ＮＰＯ活動がさまざまな分野で広がっています。従来行政が行ってきた公共サービスと 

はどのように関係していくのでしょうか。「協働する」とはどういうことなのでしょうか。 
 まず、事業によっては、現場のニーズや地域の特性を把握し、先駆的、専門的に活動す

るＮＰＯと行政が、互いに協力しあうことで、より効果的なサービスが期待できるでしょ

う。また、互いに事業について話し合うことで、本来誰がどうやって行うべきか、を見直

すことにもなるでしょう。そして協働で生まれたアイデアがきっかけとなって多様なネッ

トワークが生まれることにつながるかもしれません。 
 

◆協働と言ってもいろいろあります。 
 ＮＰＯと行政が協力しあう関係は、いろいろあります。 
 行政が行うべき業務を「委託」するケース、ＮＰＯが行う事業に対して「補助」するケ 
ース。「補助」の場合も、①資金補助②行政施設の提供③職員派遣などがあります。 
 また、事業の企画や計画立案をＮＰＯと行政が共に行うケース、実行委員会や協議会と

いう連合体を組織して事業の企画・運営を行うケースもあります。 
 どの形態がふさわしいかは十分に検討がなされなければなりませんが、その時の事情に

よって変化するものであり、たとえば委託から補助へ段階的に移行するケースもあります。 
 

◆うまく協働するにはどうしたらよいのでしょう。 
しかし、協働においてはどうしても行政が“主導”、“管理”する傾向が多いのは否めま 

せん。それでは、結局、ＮＰＯが下請け化して、その特性が発揮されずに終わったり、本 
来の組織のミッション（使命）を見失う結果になってしまったりします。 
 協働をうまくするには、お互いが、 
○自立している 
○それぞれの組織の特性を理解している 
○対等な立場にある 
ことが大切です。そして協働する事業においては、 
○目的は何か 
○なぜ協働するのか 
○どういう方法で協働するのか 
○役割をどう分担するか 
を共有し、 
○情報を公開する 
○わかりやすい、共通の言葉で議論する 
○柔軟に対応する姿勢を持つ 
ことが大切です。 
 
 



◆協働のふりかえりをしてください。 
 協働の質を高めていくためには、お互いにそのプロセスや成果を議論しあって、ひとつ

ひとつ経験を積み重ねていくことが必要と思います。その議論のためのひとつ道具として、

「ＮＰＯと行政の協働事業自己チェックシート」を作成しました。 
 

◆「ＮＰＯと行政の協働事業自己チェックシート」について 

１．誰が、何のために行うのでしょうか。 
誰が … ＮＰＯと行政の協働事業を行う担当者（ＮＰＯと行政の双方で行います。） 

 何のために …  ①ＮＰＯと行政の相互理解を進め、対等な関係をつくります。 
          ②県民にとってより効果的な事業を実施します。 
          ③事業における官民の役割を明らかにします。 
 

２．対象とするＮＰＯは次のとおりです。 
 「ＮＰＯ法人及び法人格を持たない市民活動団体」とします。 
 （事業を実施するために結成された「実行委員会」や「協議会」なども広く含めること 
 とします。） 
 

３．対象とする協働事業は次のとおりです。 
 ①行政からＮＰＯへの委託事業、補助金交付事業 
 ②県民・ＮＰＯなどにより構成される「実行委員会」や「協議会」と行政との協働事業 
 ③ＮＰＯと行政の共催事業 
 

４．チェックシート記入後、コーディネーターを交えて協働について話し合い

ます。 
ＮＰＯと行政の担当者それぞれがシートに記入しただけで終わっては、協働のパートナ 

ーが事業をどのように評価したのかわかりません。お互いが意見交換を行う必要がありま 
す。また、双方とも協働のプロセスや事業の成果・改善において気づかない問題点もあり 
ます。そこで、第三者のコーディネーターを交えてより深い議論を行います。 
                           
 
 
 
 
 
 
 
 



協働事業自己チェックシート 
■記入者氏名：        所属： 
■記入年月日：                        
■事業名： 
■事業内容： 
 
 
 
 
 
■行政担当課：               
■ＮＰＯ名：                
■ＮＰＯの構成員（実行委員会・協議会型の場合） 
 
 
■協働がいつ開始されたか。 
１．協働が開始された段階は、次のうちどれですか。（ ） 
ア．予算案作成前の段階から イ．予算決定後、企画の段階から ウ．実施段階から 
ウ．その他（                               ） 

２．協働の呼びかけは、どちらからですか。（ ） 
 ア．行政 イ．ＮＰＯ ウ．その他（                    ） 
 
※以下の項目については、実行されたと思うものには○を、されていないと思うものには

×を、わからないものには－を入れてください。 
■計画段階 
１．□事業の目的は明確ですか。 
 目的： 

 
２．□成果目標は（事業を行うことによって「何がどういう状態になることを狙っている 
  のか」）明確ですか。 
 成果目標： 
 
 
３．□事業化するにあたって、市民・ＮＰＯの意見は反映されていますか。 
４．□なぜ協働で行うのか、理由は明確ですか。 
５．□事業の実施にふさわしい協働の方法（委託、補助金、実行委員会、共催など）が検 
  討されていますか。 
６．協働するＮＰＯを選ぶプロセスは明確かつ透明であったと思いますか。 

・発案当初から決まっている場合 
 □理由は明確ですか。   

 ・決まっていない場合 
    □ＮＰＯの候補を選ぶ基準は明確でしたか。 
    □候補の中からＮＰＯを決定する審査基準は明確でしたか。 

・□協働するＮＰＯを選ぶプロセスは透明でしたか。 



７．□わかりやすい、共通の言葉で議論しあえる自由な雰囲気を作りましたか。 
８．□相互を理解し、対等な関係を築いていくことを共有しましたか。 
９．□事業の目的、成果目標を共有しましたか。 
10. □事業計画、収支計画をともに作りましたか。 
11. □協働する期間をともに考えましたか。 
12. □事業における役割分担をしましたか。 
 
・計画段階おいて、記すべきコメントがある場合は、以下に書いてください。 
 
 
■実施段階       
１．□役割分担をともに共有し、果たしましたか。 
２．□進捗状況や事業に関する情報を共有しましたか。  
３．□事業に関する課題の発生には、お互い連絡しあい、素早く対応しましたか。 
４．□企画の修正は、お互いに十分議論し、柔軟に行動しましたか。 
５．□事業内容の報告をつくり、公開しましたか。 
 
・実施段階において、記すべきコメントがある場合は、以下に書いてください。 
 
 
■ 成果の把握 
１．□事業の成果目標は達成できたか、お互いに話し合いましたか。  
２．□成果目標は達成できましたか。 
 成果： 
 
 
 
・成果の把握において、記すべきコメントがある場合は、以下に書いてください。 
 
 
■課題の抽出 
１．□今後の課題をお互いに話し合いましたか。 
   
・課題の抽出において、記すべきコメントがある場合は、以下に書いてください。 
 
 
■ 改善案の作成 
１．□改善案をお互い話し合い、作成しましたか。 
２．□今後の官民の役割分担を明確にしましたか。                          

 改善案内容のポイント： 
 
 
・改善案の作成において、記すべきコメントがある場合は、以下に書いてください。 
 
 



コーディネーターとの意見交換 
■事業名：                 
■コーディネーター氏名・所属： 
■記入年月日： 
 
１．協働のプロセス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．成果の把握  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．課題・改善 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

ＮＰＯと行政の協働事業自己チェックシート 
作成２００２年３月 

 
評価システム研究会 

三重県生活部生活課ＮＰＯ担当 
           

 
－問い合わせ先－ 

評価システム研究会事務局 
                            〒１８５－００１２ 
                            東京都国分寺市本町３－１０－２２ 
                            オリエントプラザ４０６ 
                            特定非営利活動法人ＮＰＯ研修・情報センター内 
                            TEL ０４２－３５９－８６０５ 
                            FAX ０４２－３５９－８６０６ 
                            E-mail ticn@mui.biglobe.ne.jp 
 
                            〒５１４－０００９ 
                            津市羽所町７００ アスト津３階 
                            みえ市民活動ボランティアセンター内 
                            三重県生活部ＮＰＯ担当 
                            TEL ０５９－２２２－５９８１ 
                            FAX ０５９－２２２－５９７１ 
                            E-mail open@mienpo.net 
 
 



資料６  

 協働事業の評価を行う事例研究テーマとして①～④を挙げておく。ただし、事例研究に

ついては協働事業評価委員会でテーマを精査し、調査研究を進めることが前提となる。 
協働事業事例研究テーマ例と概要 

事例①  

事業名 ①介護予防・自立支援事業 

事業全体の内容 
 自立と認定された高齢者及び介護高齢者に対して、介護予防･自立支援が図ら

れるよう、自立支援型家事援助、サービス基盤の安定を図る。 

協働の内容 

協働の相手先 社会福祉法人、ＮＰＯ法人、医療法人 

協働の方法 業務委託 

事業におけるＮ

ＰＯの役割 

 介護予防・自立支援事業におけるサービスの提供。ノンマネタ

リーな地域ケアシステムの整備。より身近な地域で、多種多様

なサービスを選択できるようにした。 

事業における行

政の役割 
 利用者のサービス選択権の確保と情報提供。 

協働における今後

の課題、改善点な

ど 

ＮＰＯからの意

見 

 民間事業者とＮＰＯ団体との設備やスタッフなどの環境格差が

大きい。各事業所の評価がわかるようガイドブックを充実させ、

利用者が選択する判断材料を増やす。 

行政からの意見  評価を踏まえた、改善計画の立案 

検討すべき課題な

ど 
評価の実施、改善案の作成など 

 

事例②  

事業名 ②浅間町地区センター図書室の廃止後の利用 

事業全体の内容 
 地域のコミュニティの醸成を図るため、浅間町地区センター図書室廃止後のスペ

ースについて、地域の自主的な利用に任せている。 

協働の内容 

協働の相手先 浅間セブン運営協議会 

協働の方法 公の財産の使用 

事業におけるＮ

ＰＯの役割 

 当スペースの利用に関して、浅間セブン運営協議会を構成す

る自治会の意向の調整･取りまとめを行い、利用日時の割り振り

などを決めている。 

事業における行  当スペースの管理運営、及び協議会と調整し、当スペースを



政の役割 良好な状態に維持する予算確保とその執行。 

協働における今後

の課題、改善点な

ど 

ＮＰＯからの意

見 

多くの団体で協議･検討をし、企画･事業に反映させたい。 

行政と市民の対話、頭、知恵、身、金、分担、責任、実行 

行政からの意見 

利用にあたり住民が話し合うなどコミュニティの醸成に寄与して

いると考えるが、協議会構成員以外の地域の住民への利用を

どうしていくかなどの課題がある。 

検討すべき課題な

ど 

 地域のコミュニティの醸成を図るという目的に対しての効果などの評価を行い、

より効果を高めていく改善策について話し合っていく必要がある。 

事例③  

事業名 ③東久留米市子どもまつり 

事業全体の内容 
 東久留米市の子どもたちの健全育成のため、実行委員会を結成し、まつりの企

画や運営について話し合いながら、手作りの楽しい子どもまつりを実施する。 

協働の内容 

協働の相手先 子どもまつり実行委員会 

協働の方法 補助金 

事業におけるＮ

ＰＯの役割 
事業の企画･運営･実施 

事業における行

政の役割 
広報、場所の提供、 

協働における今後

の課題、改善点な

ど 

ＮＰＯからの意

見 

 少子化に伴い、子ども（本来の主役）の参加が減少しているの

で、これを単なる子どもまつりにせず、地域に広げて高齢者や独

居者などの参加を促す。 

行政からの意見  初心に返り、再度見直すことも必要 

検討すべき課題な

ど 
 事業のあり方などについて、話し合っていく必要がある。 

事例④  

事業名 ④ＩＴ講習会 

事業全

体の内

容 

 パソコン初心者、初級者を対象として、インターネット、電子メール、文書作成、表計算ソフトの

操作方法を中心とした講習を実施。 

協働の

内容 

協働の相手先 ＮＰＯ法人サテライトネットワーク、ＮＰＯ武蔵野の風 

協働の方法 業務委託 



事業におけるＮＰＯ

の役割 
講習会の運営（講師派遣、当日の受付業務等） 

事業における行政

の役割 
講習会の日程･内容の編成･調整、受講生の募集･受付･調整 

協働に

おける今

後の課

題、改善

点など 

ＮＰＯからの意見 

 ２つの立場の異なる組織が連携する必要がある。コミュニケーション不足

によるトラブルが発生する可能性が高く、密な連絡が不可欠である。役

所、ＮＰＯの１対１の協働ではなく、ＮＰＯとＮＰＯや市民との「横」のつなが

りが発展していくような仕組みが必要である。 

行政からの意見 

 地域のネットワークづくりにおいて、行政とＮＰＯの役割を明確にしていく

ことが必要となってくる。講座カリキュラムについても考えていかなければ

ならない。 

検討す

べき課

題など 

講座カリキュラム作成段階からの協働について考えていく。 

 

資料７ 

協働のまちづくり推進懇談会検討経過 

回数 開催日 検討内容等 

第１回 平成 13 年 11 月 15 日  委員委嘱書交付、座長･副座長の選出、検討依頼書交付、懇談会の運営方法

について、講演など 

第２回 平成 13 年 11 月 20 日  今後の進め方について 

第３回 平成 14 年 1 月 10 日  東久留米市における「協働」に至る経過について、「協働のまちづくりの推進に

ついて」庁内報告書について、東久留米市における協働の現状、懇談会の今後

の進め方について 

第４回 平成 14 年 3 月 25 日  これまでの懇談会をふりかえって、今後の進め方について 

第５回 平成 14 年 6 月 25 日  協働のまちづくり推進市民懇談会設置要綱の改正について、今後の進め方に

ついて、東久留米市において協働の指針･協働の実行計画が必要な理由、協働

でなければ解決しない課題について 

第６回 平成 14 年 7 月 24 日  報告書の範囲について、報告書の起草委員の選出について 

第７回 平成 14 年 8 月 19 日  報告書の骨子について 

第８回 平成 14 年 9 月 26 日  報告書（案）について 
 

※ 協働のまちづくり推進懇談会は、市職員が一緒になって検討していくことが必要との



ことから、平成１４年４月２６日に協働のまちづくり推進市民懇談会設置要綱の一部を改

正し、「協働のまちづくり推進市民懇談会」を｢協働のまちづくり推進懇談会｣に改め、委員

に市職員１０名を加えた。 
 
資料８  

協働のまちづくり推進懇談会設置要綱 

東久留米市訓令乙第 92号 

 協働のまちづくり推進市民懇談会設置要綱を次のように定める。 

  平成 13年 8月 20日 

東久留米市長 稲葉 三千男 

協働のまちづくり推進市民懇談会設置要綱 

 （設置）  

第 １ 協働のまちづくりの推進に関しての調査検討を行うため、協働のまちづくり推

進市民懇談会（以下「懇談会」という。）を設置する。  

 

 （所掌事務）  

第 ２ 懇談会は、協働のまちづくりの推進に関する調査研究をし、その結果を東久留

米市長（以下「市長」という。）に報告する。  

 

 （構成等）  

第 ３ 懇談会は、市長が委嘱する次に掲げる 10名の委員で構成する。  

 （１） 学識経験者   ２名  

 （２） 市民団体代表 ５名  

 （３） 公募市民    ３名  

２ 委員の任期は、第 2の規定による報告を完了するまでとする。  

 

 （座長及び副座長）  

第 ４ 懇談会に座長及び副座長を置く。座長は、委員の互選により選出し、副座長は、

委員の中から座長が指名する者をもって充てる。  

２ 座長は、会務を総理する。  

３ 副座長は、座長を補佐し、座長が欠けたとき、又は事故あるときは、その職務を代

理する。  

 

 （招集等）  

第 ５ 懇談会は、座長が招集し、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くこと

ができない。  



２ 座長は、必要があると認めるときは、懇談会に関係者の出席を求めることができる。  

 

 （会議の公開）  

第 ６ 懇談会の会議は、公開で行うものとする。ただし、決定により一部非公開とす

ることができる。  

２ 懇談会の会議録は、公開するものとする。ただし、決定により一部非公開の取扱い

とすることができる。  

 

 （庶務）  

第 ７ 懇談会の庶務は、企画部企画調整課において処理する。  

 

 （補則）  

第 ８ この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に必要な事項は、座長が別に定め

る。  

 

   付 則  

１  この訓令は、平成 13年 8月 20日から施行する。  

２  この訓令は、平成 14年 9月 30日限り、その効力を失う。  

 

   東久留米市訓令乙第６０号 

    協働のまちづくり推進市民懇談会設置要綱の一部を次のように改正する。 

      平成１４年４月２６日    

 

                          東久留米市長 野崎 重弥 

題名を次のように改める。 

   協働のまちづくり推進懇談会設置要綱 

第１中「協働のまちづくり推進市民懇談会」を「協働のまちづくり推進懇談会」に改め

る。 

  

第３中「１０名」を「２０名」に改め、第３号の次に次の１号を加える。 

     （４）      市職員 別表に挙げる者１０名  

 

 本則に次の別表を加える。 

別表（第３関係）  



   職       名 

総務部庶務課長 

市民部市民課長 

生活環境部地域振興課長 

健康福祉部社会福祉課長 

建設部管理課長 

都市計画部都市計画課長 

水道部業務課長 

学校教育部庶務課長 

生涯学習部社会教育課長 

消防本部総務課長 

付則 

 

１ この訓令は、平成１４年４月３０日から施行する。 

２ この要綱による改正前の協働のまちづくり推進市民懇談会設置要綱第３に規定する

懇談会及び委員は、この要綱による改正後の協働のまちづくり推進懇談会設置要綱第３

に規定する懇談会及び委員となり、同一性をもって存続とするものとする。 

３ 協働のまちづくり推進検討委員会設置要綱（平成１３年東久留米市訓令乙第７０号）

は、廃止する。 

 

資料９  

 

１３東久企企発第５２号 

 平成１３年１１月１５日  

協働のまちづくり推進市民懇談会 

     座 長  世古 一穂  殿 

東久留米市長職務代理者 

                          東久留米市助役 斎藤 国良  

 

協働のまちづくりの推進について（依頼） 

 

 協働のまちづくり推進市民懇談会設置要綱（東久留米市訓令乙第９２号）第２の規定

により、貴懇談会に下記の事項について調査検討を依頼します。 

 

記 

 



１．依頼事項 

 

 市民と行政がよきパートナーとして、協力し合いながらまちづくりを進めていくため

の協働の定義やその目指すべきかたち、具体的方策などについて、市民の意見や提案を

幅広く集めて、協働のまちづくり推進検討委員会と連携を図りながら調査検討を行うこ

と。  

 

２．報告期限 

    平成１４年９月３０日とします。 

資料１０ 

協働のまちづくり推進懇談会委員名簿 

選出区分 氏  名 所 属 性別 備 考 

学識経験者 世古 一穂 
特定非営利活動法人ＮＰＯ研修･情報センター代表理事 

参加のデザイン研究所代表 
女 座 長 

〃 安藤 雄太 
（社福）東京都社会福祉協議会東京ボランティア・市民活動セン

ター副所長 
男 副座長 

公共的団体

の代表者等 
関沢 秀美 市民大学運営準備スタッフ（生涯学習関係） 男 

            

〃 小川 京二 地域福祉ネット・結事務局長（福祉関係） 男 

〃 小俣 利夫  
浅間セブン運営協議会会長（自治会関係） 

公園ふれあいﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ  
男 

〃 荻村 しをり 
男女共同参画都市宣言起草委員、ウィメンズショップ・パッチワ

ーク主宰 
女 

〃 栗原 健人 
東久留米青年会議所直前理事長 

氷川神社宮司 
男 

公募市民 豊田 礼子 東久留米市民まちづくりの会 女 

〃 岡田 芳宏 明星学苑中学・高校教員 男 

〃 高原  聡 
武蔵野の里くるめパソコン作業所（精神障害者福祉作業所）、

東久留米市民まちづくりの会 
男 

職員 本橋 常夫 総務部庶務課長 男 



〃 鈴木  保 市民部市民課長 男 

〃 土屋  清 生活環境部地域振興課長 男 

〃 高橋 利行 健康福祉部社会福祉課長 男 

〃 安部  剛 建設部管理課長 男 

〃 原  健一 都市計画部都市計画課長 男 

〃 井部 英子 水道部業務課長 女 

〃 元倉 敏雄 学校教育部庶務課長 男 

〃 今井 良樹 生涯学習部社会教育課長 男 

〃 廣井  明 消防本部総務課長 男 
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